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令 和 ７ 年 度  安 平 町 水 道 事 業 会 計 予 算 

 

（総 則） 

第１条 令和７年度安平町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1)給 水 戸 数                                   ３，５２０戸 

 (2)年 間 総 配 水 量                                 ７８４，７５０㎥ 

 (3)１ 日 平 均 配 水 量                                   ２，１５０㎥ 

 (4)主要な建設改良事業 

基幹管路耐震化整備工事                               ８，８００千円 

北進浄水場機器改修工事                               ４０，４２５千円 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収           入 

第１款 水 道 事 業 収 益                            ３８４，７６５千円 

第１項 営 業 収 益                              １７１，８７２千円 

第２項 営 業 外 収 益                                       ２１２，８９３千円 

 



支           出 

第１款 水 道 事 業 費 用                            ３８３，８８３千円 

     第１項 営 業 費 用                                            ３７０，８７１千円 

     第２項 営 業 外 費 用                                           １２，５１１千円 

     第３項 特 別 損 失                                                  １千円 

     第４項 予 備 費                                                 ５００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出に対して不足する８０，４２４千円

については、当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額４，８８３千円、当年度損益勘定留保資金５７，７８１千円、減債

積立金１７，７６０千円で補填するものとする。） 

収           入 

    第１款 資 本 的 収 入                                  ４７，８８０千円 

     第１項 企 業 債                                               ８，８００千円 

     第２項 負 担 金                                              ３９，０８０千円 

支           出 

第１款 資 本 的 支 出                                 １２８，３０４千円 

     第１項 建 設 改 良 費                                        ５８，１０７千円 

     第２項 企 業 債 償 還 金                                     ７０，１９７千円 

 



（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

水道事業 8,800 

普通貸借 

又  は 

証券発行 

5.0％以内 

（ただし、利率見

直し方式の借入に

ついてはこの限で 

ない） 

政府資金については、その融資条件により、金融機関による

場合は、債権者との協定による。 

ただし、財政の都合により据置期間及び償還期間を短縮し、

もしくは繰上償還又は、低利債に借換えすることができる。 

 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１０，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

   営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額

に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

職員給与費    ３８，８８８千円 



（他会計からの補助金） 

第９条 地方公営企業法第17条の３の規定により、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１１９，７５２千円である。 

（たな卸資産購入限度額） 

第10条 たな卸資産の購入限度額は、５，６５０千円と定める。 

 

 

令和７年３月６日提出 

 

安平町長  及 川 秀一郎 

 



令和 7年度 安平町水道事業会計予算実施計画    

(収益的収入及び支出)
(収入の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 前年度 前年度比 備考

 1.水道事業収益 384,765 395,100 △10,335

 1.営業収益 171,872 170,316 1,556

 1.給水収益 166,917 168,066 △1,149

 2.その他営業収益 4,955 2,250 2,705

 2.営業外収益 212,893 224,784 △11,891

 1.受取利息及び配当金 1 1 0

 2.補助金 6,805 7,680 △875

 3.消費税及び地方消費税
   還付金

2,177 0 2,177

 4.雑収益 131,490 129,093 2,397

 5.長期前受金戻入 72,420 88,010 △15,590
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(支出の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 前年度 前年度比 備考

 1.水道事業費用 383,883 348,691 35,192

 1.営業費用 370,871 329,783 41,088

 1.原水及び浄水費 121,333 93,525 27,808

 2.配水及び給水費 57,992 63,331 △5,339

 3.総係費 60,031 37,667 22,364

 4.減価償却費 131,513 135,258 △3,745

 5.資産減耗費 1 1 0

 6.その他営業費用 1 1 0

 2.営業外費用 12,511 16,506 △3,995

 1.支払利息及び企業債取
   扱諸費

12,511 13,989 △1,478

 3.特別損失 1 1,902 △1,901

 1.過年度損益修正損 1 1,902 △1,901

 4.予備費 500 500 0

 1.予備費 500 500 0
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(資本的収入及び支出)
(収入の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 前年度 前年度比 備考

 1.資本的収入 47,880 59,348 △11,468

 1.企業債 8,800 11,600 △2,800

 1.企業債 8,800 11,600 △2,800

 2.負担金 39,080 47,748 △8,668

 1.他会計負担金 39,080 47,748 △8,668
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(支出の部) (単位　千円)

款 項 目 予定額 前年度 前年度比 備考

 1.資本的支出 128,304 134,990 △6,686

 1.建設改良費 58,107 40,966 17,141

 1.配水設備改良費 53,696 39,198 14,498

 2.営業設備費 4,411 1,768 2,643

 2.企業債償還金 70,197 93,524 △23,327

 1.企業債償還金 70,197 93,524 △23,327
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１．一　　般　　職
（１）総　括 （単位：千円）

（ ）
（ ）
（ ）

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

ア　会計年度任用職員以外の職員

（ ）
（ ）
（ ）

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

イ　会計年度任用職員

（ ）
（ ）
（ ）

（　）内は、短時間勤務職員で外書き

32,283

1,069 691 1,760

38,888
36,856
2,032

共 済 費 合 計
給 与 費

備 考

0 18,904 11,619 30,523
6,605
6,333

本 年 度

職 員 数
報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

区 分

0 19,973 12,310

勤 勉 手 当

人
人
人

5
5
0

管理職特別
手 当

前 年 度
比 較 0 272

扶 養 手 当 期 末 手 当 住 居 手 当 管理職手当区 分 通 勤 手 当
特 殊
勤 務 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

283318

寒冷地手当

前 年 度 798 4,409 3,704 521
本 年 度 846 4,655 3,910 512

318
380

171 18 26
1,191

90
472

1,571

旅 費
（費用弁償）

0

171 18 17

職 員 手 当

の 内 訳

本 年 度

△ 189 0比 較 48 246 206

旅 費
（費用弁償）

0
0
0△ 9 0

0

旅 費
（費用弁償）

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

11,619
5 人 19,973

区 分 職 員 数
給 与 費

30,523 6,333 36,856
12,310 32,283 6,605 38,888

比 較 0 人 1,069
18,904前 年 度 5 人

691 1,760 272 2,032

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 住 居 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

通 勤 手 当
特 殊
勤 務 手 当

管理職特別
手 当職 員 手 当

本 年 度 846 4,655 3,910 512 318 1,571 283 171 18 26
の 内 訳 前 年 度 798 4,409 3,704 521 318 1,191 472 171 18 17

比 較 48 246 206 △ 9 0 380 △ 189 0 0 9 0

共 済 費 合 計 備 考
報 酬 給 料 職 員 手 当 等 計

本 年 度 人

区 分 職 員 数
給 与 費

0 0
0 0

比 較 0 人 0 0
前 年 度 人

0 0 0 0

区 分 扶 養 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 寒冷地手当 住 居 手 当 管理職手当
時 間 外
勤 務 手 当

通 勤 手 当
特 殊
勤 務 手 当

管理職特別
手 当職 員 手 当

本 年 度
の 内 訳 前 年 度

0 0

0

比 較 0 0 0 0 0 0

0

0 0 0

0
0
0

－ 5 －
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

給与改定の状況
前年度当初予算額 千円（ａ）

給与改定率 ％（ｂ）

（ａ）×（ｂ）＝

平均昇給率 ％
１）本年度昇給発令に係る所要額

千円 月 人
月 人

２）前年度昇給発令に係る所要額 月 人
千円

支給職員数等の変動に係る増減 職員数の異動状況

・採用（再任用含む） 千円
・退職 千円
・会計間異動 千円

令和6年度中の採用者
令和6年度中の退職者
令和7年度新採用者（予定）
会計間異動

扶養手当 千円
2.その他の増減分 期末手当 千円

勤勉手当 千円
寒冷地手当 千円
住居手当 千円
管理職手当 千円
時間外勤務手当 千円
通勤手当 千円
地域手当 千円
特殊勤務手当 千円
管理職特別手当 千円

人

計

令和6年4月

職 員 数

人
人
人0

給与改定実施時期

0
0
0

5

人
人
人

人
前年度 5 人 0 人
本年度 人 人5 0

区 分

271

5

1 5

給料の改定率
前年度 0.39

千円798円≒

昇 給 期

0

説 明 備 考

区 分
18,904

4.22

797,749

増減額の増減事由別内訳

給 料 1,069
1．給与改正に伴う増減分 798

区 分 増 減 額

現 に 在 職
する職員数

そ の 他

1.23

0
9

2．昇給に伴う増加分

3．その他の増減分 0

271

0

△ 189
0
0

0

0

比較 0 人 0

691 246
206
△ 9

0
380

1．制度改正に伴う増減分
691職 員 手 当 等

48



（３）給料及び職員手当の状況
ア．職員１人あたり給与

イ.初任給

ウ．級別職員数
区分

（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員で外書き
（級別の基準となる職務）

国 の 基 準
高 校 卒 188,000 円 円
大 学 卒 220,000 円

円

- 円 -
円 - 円 -

安 平 町
高 校 卒 188,000 円

円円
- 円 -

歳 -

円

円 -
摘 要

円

歳

平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額

大 学 卒 220,000 円

円

- 歳

区 分 一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職

令和6年４月1日現在
313,920

円 - 円
40.5 歳 歳

円 円 円 -

40.7 歳 歳 歳

-
円

歳 - 歳
円 - 円 -

-
円 -

平 均 年 齢

円 - 円円
364,775

円
円円

一 般 行 政 職
331,800

税 務 職

386,732 円

技 能 労 務 職 教 育 職 摘 要
円 - 円

保 健 職
円

理事・総合支所長・課長・参事・事
務局長・教育次長・教育指導参事・

会計管理者

令和7年４月1日現在

区 分
平 均 給 料 月 額
平 均 給 与 月 額
平 均 年 齢

円 - 円
- 円

- 円
円

一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職
職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比 職 員 数 構 成 比
（　） 1 人 （　） 20.0

７級

％ （　） 人 （　） ％ （　） 人 （　） （　） 人 （　）％ （　） 人 （　） ％
（　） （　） （　）

％
（　） （　） （　） （　）（　） （　） （　）

（　） 2 （　） 40.0 （　） （　） （　） （　） （　） （　）（　） （　）
（　） （　） （　） （　） （　） （　）（　） （　） （　）
（　） 1 （　）

（　）
20.0 （　） （　） （　）（　） （　） （　） （　）（　）

（　） （　） （　） （　）（　） （　） （　） （　）（　） （　）
（　） 1 （　） 20.0 （　） （　） （　）（　） （　） （　） （　）（　）
（　） 5 （　） 100.0 （　） （　）（　） （　） （　） （　）（　） （　）

（　） （　） （　） （　） （　）（　） （　） （　） （　）（　）
（　） 1 （　） 20.0 （　） （　）（　） （　） （　） （　）（　） （　）
（　） 1 （　） 20.0 （　） （　） （　） （　） （　） （　）（　） （　）
（　） 1 （　） 20.0 （　） （　） （　）（　） （　）

（　）２級
（　）（　） （　）

（　） （　） （　） （　） （　） （　）（　） （　）
（　） 1 （　） 20.0 （　） （　） （　） （　） （　）（　） （　） （　）
（　） 5 （　） 100.0 （　） （　） （　） （　）（　） （　）

６級

総合支所長・課長・会計管理者・
事務局長・教育次長・参事・保健

師長

（　） （　）

主事・技師

３級

主査

４級

主幹・主査

５級

課長補佐・管理技
師・管理保健師

（　） 1 人 （　） 20.0

１級 ２級

６級
５級
４級

％ （　） 人 （　） ％ （　） 人 （　） ％ （　） 人 （　） ％ （　） 人 （　） ％

７級
６級
５級
４級
３級
２級
１級
計

７級

１級
計

令和7年4月1日現在

令和6年4月1日現在

区分

一般行政職

３級

主事・技師

（　）
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－ 8 －　

エ．昇給

オ.期末手当・勤勉手当

（　）内は、定年前再任用短時間勤務職員及び暫定再任用職員で外書き
カ．定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

キ.地域手当

（Ｂ）／（Ａ）比 率

号 給 数 別 内 訳

（Ａ）
（Ｂ）

職 員 数
昇 給 に 係 る 職 員 数

４号給

６号給
100.0 100.0

5 5
５号給

5 5
5 5

（人）
（％）

本

年

度 （人）

（人）
（人）

（人）
（人）
（人）

区 分 合 計
一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職

職 種
技 能 労 務 職 教 育 職

２号給
３号給

5

５号給 （人）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （Ｂ） （人） 5
（人）

5
２号給 （人）

5

号 給 数 別 内 訳 ３号給 （人）
４号給 （人） 5 5

６号給 （人）
比 率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

区 分
支 給 期 間 別 支 給 率

前

年

度

職 員 数 （Ａ）

支給率計（月分）
職制上の段階職務の
級等による加算措置

備 考
６月　（月分） １２月　（月分）

本 年 度 (1.200) 2.300 (1.200) 2.300 (2.400) 4.600 有
前 年 度 (1.175) 2.250 (1.175) 2.250 (2.350) 4.500 有
国 の 制 度 (1.200) 2.300 (1.200) 2.300 (2.400) 4.600 有

区 分
２０年勤続の者

（月分）
２５年勤続の者

（月分）
３５年勤続の者

（月分）
最高限度額

（月分）
そ の 他 の
加 算 措 置 等

退 職 時
特 別 昇 給

備 考

支 給 率 等 24.59 33.27 47.71 47.71 制限なし なし

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.59 33.27 47.71 47.71
定年前早期退職特
例措置2%～20%加算

なし

支 給 対 象 地 域 札幌市

支　　 給　　 率　　（％） 4

支給対象職員数（人） 0

国 の 指 定 基 準 に
基 づ く 支 給 率 （ ％ ）

4

　　



ク.特殊勤務手当

ケ.その他の手当

区 分
代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 税 務 職 保 健 職 技 能 労 務 職 教 育 職
全 職 種

　　　給料総額に対する比率　　　　　（％） 0.010 0.010

　　　支給対象職員の比率　　　　　　（％）
　　　　　　（令和7年4月1日現在）

20.000 20.000

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容
扶 養 手 当 同

代表的な特殊勤務手当の名称
使用料・受益者分

（負）担金徴収

住 居 手 当 同
通 勤 手 当 同
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令和 7年度 安平町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書  

令和 7年4月1日から令和 8年3月31日まで   (単位:円)   2頁

- 10 -

1    業務活動によるキャッシュフロー

      当年度純損失 1,466,844

      減価償却費 131,513,000

      貸倒引当金 300,000

      賞与引当金の増減 341,844

      長期前受金戻入額 △72,420,000

      資産の増減 △9,576,000

      受取利息及び配当金 △1,000

      支払利息等 12,511,000

      小 計 61,202,000

      受取利息及び配当金受取額 1,000

      支払利息等支払額 △12,511,000

      業務活動によるキャッシュフロー 48,692,000

2    投資活動によるキャッシュフロー

      固定資産取得による支出 △53,224,000

      国庫補助金等による収入 39,080,000

      投資活動によるキャッシュフロー △14,144,000

3    財務活動によるキャッシュフロー

      企業債の発行 8,800,000

      企業債の償還 △70,197,000

      財務活動によるキャッシュフロー △61,397,000

   資金減少額 26,849,000

   資金期首残高 120,245,076

   資金期末残高 93,396,076



令和 7年度 安平町水道事業予定損益計算書

令和 7年4月1日～令和 8年3月31日

円 円 円

- 11 -

1. 営業収益

  (1) 給水収益    151,743,000

  (2) その他営業収益      4,955,000    156,698,000

2. 営業費用

  (1) 原水及び浄水費    110,379,000

  (2) 配水及び給水費     52,118,844

  (3) 総係費     56,452,000

  (4) 減価償却費    131,513,000

  (5) 資産減耗費          1,000

  (6) その他営業費用          1,000    350,464,844

    営業損失    193,766,844

3. 営業外収益

  (1) 受取利息及び配当金          1,000

  (2) 補助金      6,805,000

  (3) 雑収益    130,425,000

  (4) 長期前受金戻入     72,420,000    209,651,000

4. 営業外費用

  (1) 支払利息及び企業債取扱諸費     12,511,000

  (2) 雑支出      4,839,000     17,350,000    192,301,000

    経常損失      1,465,844

5. 特別損失

  (1) 過年度損益修正損          1,000          1,000       △1,000

    当年度純損失      1,466,844

    前年度繰越利益剰余金    280,712,994

    当年度未処分利益剰余金    279,246,150



令和 7年度 安平町水道事業予定貸借対照表

令和 8年3月31日

資    産    の    部

円 円 円 円

- 12 -

1.  固定資産

  (1) 有形固定資産

    イ 建物    347,651,960

      建物減価償却累計額  △98,405,407    249,246,553

    ロ 構築物  4,148,826,356

      構築物減価償却累計額 △1,642,510,057  2,506,316,299

    ハ 機械及び装置    462,610,054

      機械及装置減価償却累計額 △332,764,189    129,845,865

    二 車両運搬具      3,682,515

      車両運搬具減価償却累計額   △3,389,709        292,806

    ホ 工具器具及び備品      7,322,706

      工具器具備品減価償却累計額   △4,613,882      2,708,824

    ヘ 建設仮勘定    122,624,000

      有形固定資産合計  3,011,034,347

  (2) 無形固定資産

    イ 電話加入権      1,368,000

      無形固定資産合計      1,368,000

    固定資産合計  3,012,402,347

2.  流動資産

  (1) 現金預金     93,396,076

  (2) 未収金     26,638,823

  (3) 貯蔵品      5,439,400

     貸倒引当金     △782,115      4,657,285

    流動資産合計    124,692,184

  資産合計  3,137,094,531



負    債    の    部

円 円 円 円

- 13 -

3.  固定負債

  (1) 企業債

    イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債  1,253,445,249

      企業債合計  1,253,445,249

    固定負債合計  1,253,445,249

4.  流動負債

  (1) 未払金

    イ 営業未払金     19,945,304

    ロ その他未払金     30,147,370

      未払金合計     50,092,674

  (2) 企業債

    イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債     65,594,704

      企業債合計     65,594,704

  (3) 引当金

    イ 賞与引当金      2,572,511

      引当金合計      2,572,511

    流動負債合計    118,259,889

5.  繰延収益

  (1) 長期前受金  1,791,864,508

  (2) 長期前受金収益化累計額 △824,015,147

    繰延収益合計    967,849,361

  負債合計  2,339,554,499



資    本    の    部

円 円 円 円

- 14 -

6.  資本金

  (1) 自己資本金

    イ 固有資本金    500,414,690

      自己資本金合計    500,414,690

    資本金合計    500,414,690

7.  剰余金

  (1) 利益剰余金

    イ 減債積立金     17,879,192

    ロ 当年度未処分利益剰余金    279,246,150

      利益剰余金合計    297,125,342

    剰余金合計    297,125,342

  資本合計    797,540,032

  負債資本合計  3,137,094,531



　令和７年度予算説明書に関する注記

　　　１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　　　　（１）固定資産の減価償却の方法

　　　　　　① 有形固定資産の減価償却は定額法により計上している。なお、主な耐用年数は次のとおりとする。

　　　 　　　　建物　１５～５０年　　構築物　１０～６０年　　機械及び装置　５～２０年　　車両運搬具　５年

　　　 　　　　工具器具及び備品　５～１５年　

　　　　　　② 無形固定資産の減価償却は定額法により計上している。なお、主な耐用年数は次のとおりとする。

　　　 　　　　電気通信施設利用権　２０年

　　　　（２）引当金の計上方法

　　　　　　① 退職給付引当金

　　　 　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する北海道市町村職員退職手当組合に対する一定の負担金を除き、一般会計がその全部

　　　   　　を負担することとしているため、退職給付引当金を計上していない。

　　　　　　② 賞与引当金

　　　 　　　　職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき当年度の負担に属する額を計上している。

　　　　　　③ 貸倒引当金

　　　 　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収の可能性を検討し回収不能見込額を計上している。

　　　　（３）その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

　　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

　　　２．予定貸借対照表に関する注記

　　　　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、一般会計が負担

　　　　　すると見込まれる額は36,548千円とする。

－ 15 －



令和 6年度 安平町水道事業予定損益計算書

令和 6年4月1日～令和 7年3月31日

円 円 円

- 16 -

1. 営業収益

  (1) 給水収益    152,788,000

  (2) その他営業収益      2,250,000    155,038,000

2. 営業費用

  (1) 原水及び浄水費     89,171,000

  (2) 配水及び給水費     65,341,490

  (3) 総係費     36,422,000

  (4) 減価償却費    135,258,000

  (5) 資産減耗費          1,000

  (6) その他営業費用          1,000    326,194,490

    営業損失    171,156,490

3. 営業外収益

  (1) 受取利息及び配当金          1,000

  (2) 補助金     16,242,000

  (3) 雑収益    128,233,000

  (4) 長期前受金戻入     88,010,000    232,486,000

4. 営業外費用

  (1) 支払利息及び企業債取扱諸費     14,081,000

  (2) 雑支出      5,727,960     19,808,960    212,677,040

    経常利益     41,520,550

5. 特別損失

  (1) 過年度損益修正損      1,902,000      1,902,000   △1,902,000

    当年度純利益     39,618,550

    前年度繰越利益剰余金    241,094,444

    当年度未処分利益剰余金    280,712,994



令和 6年度 安平町水道事業予定貸借対照表

令和 7年3月31日

資    産    の    部

円 円 円 円

- 17 -

1.  固定資産

  (1) 有形固定資産

    イ 建物    347,651,960

      建物減価償却累計額  △89,890,407    257,761,553

    ロ 構築物  4,148,826,356

      構築物減価償却累計額 △1,529,242,057  2,619,584,299

    ハ 機械及び装置    458,199,054

      機械及装置減価償却累計額 △323,318,189    134,880,865

    二 車両運搬具      3,682,515

      車両運搬具減価償却累計額   △3,389,709        292,806

    ホ 工具器具及び備品      7,322,706

      工具器具備品減価償却累計額   △4,329,882      2,992,824

    ヘ 建設仮勘定     73,811,000

      有形固定資産合計  3,089,323,347

  (2) 無形固定資産

    イ 電話加入権      1,368,000

      無形固定資産合計      1,368,000

    固定資産合計  3,090,691,347

2.  流動資産

  (1) 現金預金    120,245,076

  (2) 未収金     17,785,823

  (3) 貯蔵品      4,716,400

     貸倒引当金     △482,115      4,234,285

    流動資産合計    142,265,184

  資産合計  3,232,956,531



負    債    の    部

円 円 円 円
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3.  固定負債

  (1) 企業債

    イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債  1,310,240,697

      企業債合計  1,310,240,697

    固定負債合計  1,310,240,697

4.  流動負債

  (1) 未払金

    イ 営業未払金     19,945,304

    ロ その他未払金     30,147,370

      未払金合計     50,092,674

  (2) 企業債

    イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債     70,196,256

      企業債合計     70,196,256

  (3) 引当金

    イ 賞与引当金      2,230,667

      引当金合計      2,230,667

    流動負債合計    122,519,597

5.  繰延収益

  (1) 長期前受金  1,752,784,508

  (2) 長期前受金収益化累計額 △751,595,147

    繰延収益合計  1,001,189,361

  負債合計  2,433,949,655



資    本    の    部

円 円 円 円
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6.  資本金

  (1) 自己資本金

    イ 固有資本金    500,414,690

      自己資本金合計    500,414,690

    資本金合計    500,414,690

7.  剰余金

  (1) 利益剰余金

    イ 減債積立金     17,879,192

    ロ 当年度未処分利益剰余金    280,712,994

      利益剰余金合計    298,592,186

    剰余金合計    298,592,186

  資本合計    799,006,876

  負債資本合計  3,232,956,531


